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１. 上下水道事業経営審議会の概要

（１）審議会の目的

本市下水道事業は、「下水道事業の経営戦略ならびに料金の

検討について」（令和元年9月18日付け吉下第80号）の答申を

基に、現経営戦略中間見直し時期である令和5年度に経営戦略

改定を行い、令和元年度より開始した企業会計導入に伴う財

政状態ならびに令和3年度開始の浄化槽汚泥等投入事業の効果

を検証したうえで、下水道使用料改定を検討し、「下水道事

業経営戦略（素案）」を作成しました。

今年度、経営戦略の素案を基に幅広く意見を求め検討する

「上下水道事業経営審議会」を設置し、下水道使用料の改定

の必要性について、経営健全化を目標に進めてまいりたいと

考えています。

-1-



１. 上下水道事業経営審議会の概要

（敬称略）

区　　　分 氏　　　名 備　　　考

1 四国大学 経営情報学部　教授 小
お

 笠
が さ

 原
わ ら

  章
あきら

2 吉野川商工会議所 専務理事 川
か わ

 真
ま

 田
た

  大
だ い

 作
さ く

3 吉野川市商工会 事務局長 三
み

 木
き

 啓
ひ ろ

 行
ゆ き

4 吉野川市社会福祉協議会 事務局長 宮
み や

 本
も と

 陽
よ う

 一
い ち

5 吉野川市自治会連合会 会　長 松
ま つ

 原
ば ら

  勲
いさお

6 吉野川市婦人団体連合会 会　長 喜
き

 島
し ま

 寧
や す

 子
こ

7 森博則税理士事務所 税理士 森
も り

  博
ひ ろ

 則
の り

8

9

10

職　　　名
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（２）委員の紹介



１. 上下水道事業経営審議会の概要
（３）スケジュール
内容 2024/6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2025/1月 2月 3月

議会
経営戦略の
策定を報告

審議会
委員
選任

第1回
審議会

第2回
審議会

第3回
審議会

答申

広報

パブリック
コメントの
事前周知

経営戦略の
素案を公表
し、意見を
募集する

パブリック
コメントの
結果を公表
する

その他
市長
説明
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１. 上下水道事業経営審議会の概要

（４）上下水道事業経営審議会の主な内容

▶ 審議会の概要

▶ 経営戦略（素案）

○ 策定状況

○ 下水道の現況

○ 投資・財政計画（現状）

○ 収支ギャップ解消の

取組

▶ 投資・財政計画
（検討）

○ 使用料単価

○ 使用料改定（案）

▶ 答申（案）

○ 下水道事業の健全な

運営のあり方

第１回
審議会

第２回
審議会

第３回
審議会
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２. 経営戦略の質を高めるための取組

（１）国（総務省）の通知 ①
『公営企業の経営に当たっての留意事項について』

（平成26年8月29日付通知）の概要
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■基本的な考え方（抜粋）

・人口減少、施設老朽化等、経営環境が厳しさを増す中で、サービスの
安定的な継続のためには、不断の経営健全化等が必要。

・中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、経営基盤強
化と財政マネジメントの向上に取り組むことが必要。

➢ 本市下水道事業は、令和2年2月に「経営戦略」を策定・公表

・損益や資産等の適確な把握のため、地方公営企業法の適用による公
営企業会計の導入が必要。

➢ 本市下水道事業は、平成３１年４月より「公営企業会計」を開始



２. 経営戦略の質を高めるための取組

（２）国（総務省）の通知 ②

『経営戦略の改定推進について』（令和4年1月25日付通知）

■概要

・経営戦略については、策定した経営戦略に沿った取組等の状況

を踏まえつつ、ＰＤＣＡサイクルを通じて質を高めていくため、3年

から５年内の見直しを行うことが重要。

■ 質を高めるための取組

① 計画期間における具体的な取組・目標等が記載されている

② 料金水準が適切なものであるか検討されている

③ 投資財政計画に含むべき事項

⇒ 次のスライドに掲げる内容
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２. 経営戦略の質を高めるための取組

投資・財政計画に含むべき事項

今後の人口減少等を加味した料金収入の
的確な反映あ

施設の老朽化を踏まえた将来における更
新費用の的確な反映あ

維持管理費、委託費、動力費等、物価上
昇傾向の的確な反映あ

上記3項目等を反映した上での収支維持を図るため、必要と
なる経営改革（料金改定、広域化、民間活用・効率化、事業廃
止等）の検討を行うこと
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３. 本市下水道経営戦略の策定状況

（１）令和５年度に経営戦略（素案）を策定

■ 改定の趣旨
現経営戦略は策定後５年が経過し、中間見直し時期が到来し
たことから、本市施策ならびに下水道事業計画を反映しつつ、
物価上昇等の社会経済情勢の変化を踏まえた投資・財政計画
の見直しを行い、質の高い「吉野川市下水道事業経営戦略」（計
画期間1０年：令和６（2０24）～令和1５（2０33）年度）を令和６
年3月に改定しました。（現時点は、「経営戦略（素案）」という）

■ 対象事業

・公共下水道

・特定環境保全公共下水道

・農業集落排水
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出典：公営企業の｢経営戦略｣の策定について（総務省）-9-



３. 本市下水道経営戦略の策定状況

（２）将来の事業環境の予測

・将来の事業環境の予測を行うに当たっては、処理区
域内人口の予測が重要となります。

・処理区域内人口※は、下水道事業の上位計画と整合
を図るため、「吉野川市汚水処理施設整備構想（令
和4年3月）」（以下、「整備構想」という）を基本として
います。
※行政人口は「吉野川市人口ビジョン」〔社人研（国立社会保障・人口問題研
究所）〕の推計人口を採用

・整備構想における処理区域内人口の設定方針及び
推計は、次のとおりです。（次頁のスライド参照）
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３. 本市下水道経営戦略の策定状況

■公共下水道及び特定環境保全公共下水道

・整備面積の拡大に伴う処理区内人口の増加と人口減
少率を見込んで算出しています。

▶ 処理区域内人口の設定方針

■農業集落排水

・令和2年度（現況）において、すでに整備が完了してい
るため、処理区内における人口減少率を見込んで算出
しています。
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３. 本市下水道経営戦略の策定状況
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４. 本市下水道の現況

（１）下水道の現況
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４. 本市下水道の現況

（２）有収水量と使用料収入の推移（公共）

浄化槽汚泥等
投入事業
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● 浄化槽汚泥等投入事業について

▶ 「浄化槽汚泥等投入事業」の搬入実績量及び負担金

４. 本市下水道の現況

年度 搬入量（ｔ）
希釈倍率30

汚水量（m3）
単価

（m3／円）
負担金算定額

（円）
負担金

（税込：円）
負担金

（税抜：円）

令和3年度 ８,８4７.4０５ 2６５,422.1５ 1６５ 43,７９4,６５５ 43,７９4,６００ 3９,８13,2８０

令和4年度 ７,８23.６６５ 234,７０９.９５ 1６５ 3８,７2７,142 3８,７2７,０８０ 3５,2０６,442

令和５年度 ７,９3０.７2０ 23７,９21.６０ 1６５ 3９,2５７,０６4 3９,2５７,０1０ 3５,６８８,1９６

計 24,６０1.７９０ ７3８,０５3.７０ 121,７７８,８６1 121,７７８,６９０ 11０,７０７,９1８

平均（3ヵ年） ８,2００.５９７ 24６,０1７.９０ 4０,５９2,９５4 4０,５９2,８９７ 3６,９０2,６3９

※赤囲みは図2.1の搬入量を示す ↓

3６,９００,０００営業収益（他会計負担金）

※赤囲みは前頁の搬入量を示す
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４. 本市下水道の現況

（２）有収水量と使用料収入の推移（特環・農集）

【特定環境保全公共下水道】 【農業集落排水】
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４. 本市下水道の現況

（３）経営上の課題
■使用料単価（一般家庭汚水を対象）
解説：下水の利用水量（有収水量）1ⅿ3当たりの使用料単価

下図は、令和３年度経営比較分析表を活用した現状分析を示しています

【公共下水道】 【特定環境保全公共下水道】 【農業集落排水】

▶ 注記
公共下水道の使用料単価は、浄化槽汚泥等投入事業を含んだ利用

水量を使用料収入で除しています（1８０,６1７千円÷2,132,4０５ｍ3
＝８4.７０円/ｍ3） -17-



R03 R04 R03 R04 R03 R04

公共下水道 22０,43０ 21５,442 2,132,4０５ 2,０９６,3９６ 1０3.4 1０2.８

公共下水道分 1８０,６1７ 1８０,23６ 1,８６６,９８3 1,８６1,６８６ ９６.７ ９６.８

浄化槽汚泥等投入事業分※-1 3９,８13 3５,2０６ 2６５,422 234,７1０ 1５０.０ 1５０.０

特定環境保全公共下水道 3９,８2７ 4０,９1０ 34６,８９５ 3５９,６０６ 114.８ 113.８

農業集落排水 2７,2８3 2６,９６０ 21５,８2７ 213,4８2 12６.4 12６.3

※-1：浄化槽汚泥等投入事業分の下水道使用料については、経理上、負担金収入として計上される. ※-2： ③＝①÷②×1,０００

① 下水道使用料収入（千円） ②有収水量（ⅿ3） ③ 使用料単価（円／ⅿ3）
事業区分

４. 本市下水道の現況

▶ 下水道使用料単価
・３事業すべて国が示す経営努力値1５０円/ｍ3未満

【公共下水道について】

・使用料単価は、上表のとおり「公共下水道分」と「浄化槽汚泥等
投入事業分」に区分されます。

・「浄化槽汚泥等投入事業分」を含む、全量に対する令和4年度
の使用料単価は、1０2.８円/ｍ3となります。

（３）経営上の課題
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P-5に示す「公営企業の経営に当
たっての留意事項について」より
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４. 本市下水道の現況

（３）経営上の課題
■経費回収率

解説：使用料で回収すべき経費をどの程度賄えているかを表した率

下図は、令和３年度経営比較分析表を活用した現状分析を示しています

【公共下水道】 【特定環境保全公共下水道】 【農業集落排水】

▶ 所見
3事業とも1００％を下回っており、一般会計からの繰入金〔基準外〕に
依存している状況
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４. 本市下水道の現況

（４）経営上の課題 【まとめ】

■使用料単価

全国類似団体の中で低単価となっています。
※公共下水道は、令和３年度開始の浄化槽汚泥等投入
事業を加味しても安価

■経費回収率

56(公共)～76％であり、繰入金に依存しています。

■経営改善の必要性

今後は、繰入金〔基準外〕を抑制しつつ、経費回収率が
100％となるように経営の改善を図る必要があります。
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４. 本市下水道の現況
（５）経営上の課題への方策

・水洗化率の向上

・使用料の改定

・さらなる維持管理
費等のコスト縮減

収
入
面
（
増
収
）

支
出
面
（
費
用
の
抑
制
）

長期的視点

短期的視点
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５. 投資・財政計画（現状）

（１）投資・財政計画（現状）の策定

■計画策定の考え方
①当年度純利益

当年度純利益が「０」となるように他会計補助金（基準外繰入
金）を調整しています。

②資本費平準化債
発行可能額算定は、発行可能額拡充（R6より適用）を見込ん
でいません（厳しい資金繰りとしています）。

■計画策定期間
2024（令和6）年から2033（令和15）年（10年間）
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５. 投資・財政計画（現状）

（２）徳島県内の公共下水道使用料の状況
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徳島市 鳴門市 阿南市 吉野川市 美波町 松茂町 北島町 藍住町

使用料

（20m3/月・円） 徳島県内の公共下水道使用料の推移（H29・R3）

平成29年度 令和3年度 R3全国平均

県内公共下水道事業を運営する８市
町の中で最安値となっています
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５. 投資・財政計画（現状）
（３）公共下水道（企業債借入・償還と残高）

▶所見

企業債は償還金を超えない借入予定であり、企業債残高は逓減す

る見通しです。（Ｒ５年度：５,０1８百万円 Ｒ1５年度：3,4０７百万円）

4,978,285 

4,250,564 

3,407,355 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000
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100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

【（公共）企業債残高の推移】単位：千円

借入 償還 期末残高

（企業債残高）（借入/償還）
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（４）公共下水道（繰入金〔基準内・基準外〕）

256,237 255,729 262,592 

116,923 101,913 123,866 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

【（公共）一般会計繰入金と現金残高の推移】単位：千円

基準外 基準内 資金期末残高

▶所見

繰入金は、基準外繰入に大きく依存しています。（Ｒ５年度：2５６百万
円 Ｒ1５年度：2６3百万円）

５. 投資・財政計画（現状）

■ 下水道使用料は現使用料水準としています
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（１）経営の効率化及び健全化

短期 長期

 ① 水洗化率の向上 ○
水洗化率の向上による増収を図ります。

▶ 広報活動の充実、個別訪問の推進を実施していきます。

 ② 下水道使用料の改定 ○
使用料の改定による増収を図ります。

▶ 健全な運営を図るために、使用料改定を検討します。

 ③ 民間活用の検討 ○

民間活用【民間企業のノウハウや創意工夫を活用した官民連携(PPP/PFI
手法)】の推進を検討し、さらなる効率的な事業運営などによる経費の支
出抑制を図ります。

▶ すべての終末処理場において運転管理は、民間委託しています。

 ④ 広域化の検討 ○

市町村界をまたいだ広域化は、本市周辺の地勢及び周辺自治体の下水道
整備の現況から、現実性に乏しいといえます。
本市における広域化は、市町村合併により所管する６箇所の汚水処理施
設についての統廃合を推進し、効率的な事業運営による経費の最適化を
図ります。

▶ 農業集落排水施設について、統廃合を検討しているところです。

施　策
方向性

内　　容

６. 収支ギャップ解消の取組
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下水道 農排等 浄化槽 コミプラ

６. 収支ギャップ解消の取組
（２）水洗化率の向上

徳島県建設技術センター（委託）による「戸別訪問」、職員
による「広報誌などＰＲ」や「イベント時の啓発活動」を行っ
ています。

徳島県平均：66.0％
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（３）下水道使用料の改定（使用料と繰入金）
下水道の整備等に係る私費負担分については、必ずしもその全部が使

用料で賄われているわけではありません。私費の対象とされているもの

については、適正に使用料で徴収していく必要があります。

（経費） 公費負担部分

繰出基準に
基づかない
繰入金

繰出基準に基づく
繰入金

一般会計繰入金

私費負担部分

使用料収入（財源）

■雨水公費・汚水私費の原則

・汚水処理に要する経費は使用料（私費）で賄うのが原則です。

・ただし、汚水処理に要する経費の一部について、分流式下水道に要する経費は、

河川の汚濁防止により環境に資するため、必要限度の公費負担が認められています。

・雨水処理に要する経費は、その受益が広く市民に及ぶことから、公費で負担します。

６. 収支ギャップ解消の取組
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（４）広域化の検討

吉野川市役所

川田浄化センター（特環）

中央浄化センター（公共）

川島浄化センター（特環）

神後地区排水施設（農集）

川田北クリーンセンター（農集）

喜来ポンプ場（雨水）

国道192

鴨島駅

川田駅 阿波川島駅

山崎南地区排水施設（農集）

６. 収支ギャップ解消の取組
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【本日の要点】
○ 国の通知

・総務省の要請内容（P-5～7）

○ 本市下水道の現状

・下水道使用料単価について（P-17）

⇒類似団体平均より安価（P-17）

⇒公共は最も安価（P-18）

※徳島県内においても最安価（P-23）

・経費回収率について（P-19）

⇒100％未満（独立採算に至っていない）

○ 収支ギャップ解消の取組

・4点の取組状況（P-26～29）
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